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旺文社 教育情報センター 27 年 8 月 

 

政府は 27 年 6 月末、裁判官、検察官、弁護士といった法律の実務に従事する法曹の養成

制度改革について、司法試験合格者数“年間 1,500 人程度”／法科大学院修了者の司法試

験の“累積合格率７割以上”を目指すなどとする、今後の方針を決めた。 

深刻な課題を抱え、法令違反に該当する法科大学院については、改善勧告や組織閉鎖な

どの措置を段階的に講じる。また、法科大学院の“抜け道”などと指摘されている「司法

試験予備試験」(以下、予備試験)は、試験科目の見直しや運用面の改善などを検討する。 

ここでは、政府が取りまとめた『法曹養成制度改革の更なる推進について』の法科大学

院改革を中心に、その概要や現状、法科大学院教育のこれまでの改善取組などをまとめた。 

 

 

 

＜法曹養成制度改革の推進＞ 

○ 政府の法曹養成制度改革の方針決定 

政府は 25 年 7 月、法曹人口や法科大学院の在り方など様々な課題が指摘されている法

曹養成制度の改革・改善の推進について、改革項目やその担当機関、改革事項、検討・実

施期限などを明記した『法曹養成制度改革の推進について』を取りまとめた(法曹養成制度

関係閣僚会議)。この改革推進策では、法科大学院を中核とする“プロセス”としての法曹

養成制度を維持しつつ、質・量ともに豊かな法曹を養成していくことを基本にしている。 

この改革推進策(閣議決定)に基づき、法曹養成制度の改革を総合的かつ強力に実行する

ため、政府(内閣官房)に官房長官や法務大臣、文科大臣など関係閣僚からなる「法曹養成

制度改革推進会議」(推進会議)が設置された(25 年 9 月)。推進会議には事務局として「推

進室」が設けられ、施策に係る重要事項の意見等を受けるために有識者からなる「法曹養

成制度改革顧問会議」(顧問会議)が設置された。その後約 2 年にわたり、推進室や顧問会

議を中心に法曹養成の制度改革に向けた施策の推進・検討が行われ、27 年 6 月末、『法曹

養成制度改革の更なる推進について』が政府方針として決まった(以下、『推進会議決定』)。 

『推進会議決定』は、〇 法曹有資格者の活動領域の在り方／〇 今後の法曹人口の在り

方／〇 法科大学院／〇 司法試験(予備試験を含む)／〇 司法修習／〇 今後の検討・課題

といった項目について、政府の法曹養成制度改革の推進方策を示している。 

 今月の視点－104  
 

政府、「法曹養成」改革方針を決定 ! 
 
 

「司法試験」合格者数“年間 1,500 人程度”／ 

「法科大学院」修了者の“累積合格率７割以上”目指す ! 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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＜政府・『推進会議決定』の概要＞ 

政府の『推進会議決定』のうち､法曹人口／法科大学院／予備試験の改革概要は、次のと

おりである。(注．以下の枠囲み中、●印、“ ”､｢ ｣､ ( )､＜ ＞(小見出し)等は、当方で付記) 

〇 法曹人口：当面、“年間、1,500 人程度”輩出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 法科大学院 

１．法科大学院改革の基本的な考え方：司法試験の“累積合格率７割以上”目指す 

 

 

 

 

 

２．具体的方策 

(１) 法科大学院の組織見直し：｢認証評価」の厳格化等で、｢法令違反」には“閉鎖”措置も 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 新たに養成、輩出される法曹の規模は、「司法試験合格者数」(年 1 回)において、現行の法曹養成制度

の下でこれまで直近でも“1,800 人程度”の有為な人材が輩出されてきた現状を踏まえ、当面、これよ

り規模が縮小するとしても、“1,500 人程度”は輩出されるよう、必要な取組を進める。 

● 更にはこれにとどまることなく、社会の法的需要に応えるために、今後もより多くの質の高い法曹が

輩出され、活躍する状況になることを目指すべきである。 
 

● 引き続き「法科大学院」を中核とする法曹養成制度の改革を推進するとともに、法曹ないし法曹有資

格者の活動領域の拡大や司法アクセスの容易化等に必要な取組を進め、より多くの有為な人材が法曹を

志望し、多くの質の高い法曹が、司法制度改革の理念に沿って社会の様々な分野で活躍する状況になる

ことを目指すべきである。 
 

● 法曹の規模に関する当指針は、法曹養成制度が法曹の質を確保しつつ、多くの法曹を養成することを

目的としていることに鑑み、輩出される法曹の質の確保を考慮せずに達成されるべきものでないことに

留意する必要がある。 
 

● 法務省は、文科省等関係機関・団体の協力を得ながら、法曹人口の在り方に関する必要なデータ集積

を行い、高い質を有し、国民の法的需要に十分応えられる法曹の輩出規模について、引き続き検証する。

 

● 27 年度から 30 年度までの期間を「法科大学院集中改革期間」と位置付け、法科大学院の抜本的な組織

見直し及び教育の質の向上を図ることにより、各法科大学院において修了者のうち“相当程度”＝地域

配置や夜間開講による教育実績等に留意しつつ、各年度の修了者に係る司法試験の“累積合格率が概ね

７割以上”＝が司法試験に合格できるよう充実した教育が行われることを目指す。 
 

● 法科大学院生に対する経済的支援の更なる充実や優秀な学生を対象とした在学期間の短縮により、法

科大学院課程修了までに要する経済的・時間的負担の縮減を図る。 

 

● 27 年度から、文科省及び法務省が実施している「公的支援の見直し強化策」及び「教員派遣見直し方

策」は、法科大学院の組織見直しの進捗状況を踏まえつつ、28 年度以降も継続的に実施する。 

また、最高裁判所でも「教員派遣見直し方策」の実施が継続されることが期待される。 
 

● 文科省は、「司法試験合格率」（目安として平均の 50％未満）／「入学定員充足率」(目安として 50％

未満）、「入試競争倍率」（目安として２倍未満）などの“客観的指標”を活用して“認証評価の厳格化”

等を図るべく、27 年３月 31 日改正に係る「学校教育法第 110 条第２項に規定する基準を適用するに際

して必要な細目を定める省令」に基づき、認証評価機関における 27 年度中の“評価基準改正”及び 28

年度からの“認証評価における積極的な運用”を促進する。 
 

● 文科省は、「認証評価」結果又はその他の事情から客観的指標に照らして課題があるものと認められる

法科大学院に対し、教育の実施状況等を速やかに調査することとし、その結果、「法令違反」に該当する

状況が認められる場合は、直ちに「是正」を求め、それでもなお改善が図られないときは、「学校教育法

第 15 条」に基づき、当該法科大学院に対し、「改善勧告」、「変更命令」、「組織閉鎖命令」の各措置を段

階的に実施するものとする。 

また、文科省は、前記調査の実効性を確保するため、客観的指標の水準を下回る法科大学院に対して

教育状況の「報告」又は「資料の提出」を適時に求めることができる体制及び手続を 27 年度中に検討し、

速やかに整備する。 

 
 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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 (２) 教育の質の向上：｢法学未修者｣の教育充実／進級判定の｢確認試験」、30 年度本格実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (３) 経済的・時間的負担の軽減：「奨学金制度」充実／「早期卒業・飛び入学制度」活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．「法科大学院集中改革期間」(27 年度～30 年度)の成果の検証等 

 

 

 

 
 
● 文科省は、こうした取組の状況を適時精査・検討し、その結果、“司法試験の合格状況”の低迷が著し

いなど“課題が深刻な状況”について何ら改善が見られないにもかかわらず、しかるべき措置が講じら

れないなど、前記取組の十分な効果を認めることができない場合には、例えば、課題が深刻な法科大学

院について“客観的指標”も活用しつつ適切な措置が講じられるよう、“司法試験の合格状況”などの教

育活動の成果と関連性の高い基準について、「専門職大学院設置基準」の見直し、ないし解釈の明確化を

30 年度までに検討し、速やかに措置を講じる。 
 

● こうした各措置の実施に当たっては、法曹を志す者の誰もが法科大学院で学ぶことができるよう、法科

大学院の所在地域の状況や夜間開講状況、ＩＣＴ(情報通信技術)を活用した授業の実施状況などの事情

を適切に考慮するものとする。 

 

 

● 27 年度以降、文科省は以下の取組を加速する。 

◇ 法科大学院を修了した“実務家教員”等を積極的に活用した指導の充実を促進する。 
 

◇ 「法学未修者」に対する「法律基本科目」の単位数増加など教育課程の抜本的見直し、及び学習支援

などを促進する。 
 

◇ 在るべき法曹像を踏まえ、海外展開や国、地方自治体、企業などの組織内法務／福祉分野等への対応

など、社会的ニーズに応えて様々な分野で活躍できる法曹の養成に有意義と認められる先導的な取組

を支援する。 
 

● 文科省は、法科大学院が共通して客観的かつ厳格に“進級判定”等を行う仕組である「共通到達度確認

試験（仮称）」（以下、「確認試験」）について、30 年度を目途に本格実施に移行すべく、“試行”を毎年

度行い、その結果を踏まえ、出題内容や難易度等の改善を図るとともに、試行対象者を「法学未修者」

から「法学既修者」に順次拡大する。 
 

また、「確認試験」の試行状況に応じ、「司法試験」の“短答式試験の免除”と関連させるに足りる実

態を有することを前提に、文科省と法務省は「確認試験」の目的／「司法試験」の短答式試験免除に必

要とされる合格水準／「確認試験」の実施主体や実施体制等、必要な制度設計を具体的に検討する。 
 

● 文科省は、「確認試験」の定着状況に応じて、当該「確認試験」と「法科大学院統一適性試験」や「法

学既修者認定試験」の在り方について検討する。 

 

● 文科省は、学生の経済的負担の軽減に向けて、28 年１月からの「マイナンバー制度」の導入を前提に、

“29 年度以降の大学等進学者”を対象に、返還月額が卒業後の所得に連動する、より柔軟な「所得連動

返還型奨学金制度」の導入に向けた対応を加速する。 
 

また、地元に就職する学生の奨学金返還支援のための基金の造成支援や“地方創生枠”を設けて「無

利子奨学金」の貸与を行うなどの「奨学金制度」、「授業料減免制度」など、“給付型支援”を含めた経済

的支援の充実を推進する。 
 

● 文科省は、質の確保を前提に、「学校教育法」上定められた大学院への「早期卒業・飛び入学制度」を

活用して、優秀な学生が“学部段階で３年間在学”後に法科大学院の“２年の既修者コースに進学”で

きる仕組みの確立及び充実を推進する。 
 

● 文科省は、地理的・時間的制約がある地方在住者や社会人等に対し、“ＩＣＴを活用した法科大学院教

育”の実施について 28 年度までに実証的な調査研究を行い、30 年度を目途に、法科大学院における本

格的な普及を促進する。 

 

● 文科省は、30 年度までの「法科大学院集中改革期間」における成果について、その期間経過後速やか

に法科大学院生の「司法試験」の“累積合格率”その他教育活動の成果に関する客観的状況を踏まえて

分析・検討し、必要な改革を進める。 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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〇 予備試験：「法科大学院｣修了との“同等性”検証／「試験科目｣見直し、運用面の改善検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜法曹人口の規模＞ 

〇 司法試験の状況 

裁判官、検察官、弁護士といった法曹資格の取得には、国家試験である司法試験(平成 23 年

まで「旧司法試験」、18 年から「新司法試験」。18 年～23 年は新・旧司法試験“併行実施”。

24 年から新司法試験は「司法試験」の名称)の合格が必須である。そのうえで、18 年以降の司

法試験合格者は、１年間の「司法修習」とその修了試験である「司法修習生考試」(司法試験に

続く 2 回目の試験から、通称「二回試験」)の合格によって法曹資格が付与される。(図 7参照) 

そこでまず、法曹人口のもとになる司法試験(新・旧司法試験含む)の状況をみてみる。 

◆ 旧司法試験(昭和 24 年～平成 23 年)：合格率、数％程度の“超難関” 

旧司法試験は昭和 24(1949)年から実施され、スタート時の合格者数は 265 人、合格率 10.3％

であった。その後、合格者数は、昭和 32(1957)年まで 200 人台、昭和 33 年～昭和 36 年は 300

人台で、昭和 39(1964)年に初めて 500 人を超えた(508 人)。 

昭和40年以降、平成2(1990)年までの四半世紀にわたり、合格者数は500人前後を推移した。

 

● 「予備試験」は、経済的事情や既に実社会で十分な経験を積んでいるなどの理由により“法科大学院を

経由しない者”にも法曹資格取得のための途を確保するためのものである。 
 

● 予備試験において、毎年の“受験者の過半数を占める無職、会社員、公務員等といった者”については、

“法科大学院に進学できない者”あるいは“法科大学院を経由しない者”である可能性が認められ、予備

試験がこれらの者に法曹資格取得のための途を確保するという“本来の制度趣旨に沿った機能”を果たし

ていると考えられる。 
 

● その一方で、予備試験における“受験者の半数近くを法科大学院生や大学生”が占め、“合格者の約８割

を法科大学院在学中の者や大学在学中の者”が占めるまでに年々増加し、法科大学院教育に重大な影響を

及ぼしていることが指摘されている。 
 

● こうした「予備試験制度」創設の趣旨と現在の利用状況が乖離している点に鑑み、本来の趣旨を踏まえ

て予備試験制度の在り方を早急に検討し、その結果に基づき所要の方策を講ずるべきとの指摘がある。 
 

＜文科省の取組＞ 法科大学院を中核とする“プロセス”としての法曹養成制度の理念を堅持する観点か

ら、法科大学院が期待されている当初の役割を果たせるようにするため、30 年度までに文科省において、

法科大学院の改革を集中的に進めるものとする。 
 

＜法務省の取組＞ 法科大学院を経由することなく予備試験合格の資格で「司法試験」に合格した者につ

いて、“試験科目の枠にとらわれない多様な学修”を実施する法科大学院教育を経ていないことによる“弊

害”が生じるおそれがあることに鑑み、“予備試験の結果の推移”等や法科大学院修了との“同等性”等

を引き続き検証する。 
 

さらに、その結果も踏まえつつ、予備試験の“試験科目の見直し”や“運用面の改善”なども含め必要

な方策を検討し、予備試験合格の資格で「司法試験」に合格した者の法曹としての“質の維持”に努める。
 

また、30 年度までに行われる“法科大学院の集中的改革の進捗状況”に合わせて、法務省において、

予備試験の本来の趣旨に沿った者の受験を制約することなく、かつ、予備試験が法曹養成制度の理念を阻

害することがないよう、必要な“制度的措置”を講ずることを検討する。 
 

＜司法試験委員会への期待＞ 予備試験の実態を踏まえ、予備試験の合格判定に当たり、法科大学院を中

核とする“プロセス”としての法曹養成制度の理念を損ねることがないよう配慮することを期待する。

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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平成 3 年は 605 人となり、11 年には 1,000 人に達した。その後、12・13 年は 1,000 人をやや

下回ったものの、16 年には 1,483 人と過去最多に達した。 

翌 17 年は 1,464 人であったが、18 年 549 人、20 年 144 人、22 年 59 人、23 年 6 人と、18

年～23 年の「新・旧司法試験」の“併行実施”期間中は急激に減少した。 

合格率は、開始当初の昭和 24・25 年の 10％前後を最高に、年を追って下降し、昭和 28(1953)

年～昭和 42(1967)年まで 4～3％台、昭和 43 年～平成 16(2004)年まで 2～1％台(平成 5～7 年

3％台)で、特に昭和 49(1974)年～昭和 59 年にかけの合格率は“1％台”であった。(図 1参照) 

◆ 司法試験(新司法試験含む：18 年～ )：直近の合格者数 1,800 人程度、合格率 20％台 

新制度に切り替わった 18 年以降の司法試験(18 年～23 年は新司法試験)における各実施年の

合格状況(24 年から参入の「予備試験」組を含む)を概観してみる。(図 2・表 1参照) 

● 合格者数 

法科大学院における「既修者コース」(2 年制)のみの受験となった 18 年の合格者数は 1,009

人であったが、「未修者コース」(3 年制)受験者も加わった 19 年は前年の 1.8 倍に当たる 1,851

人となった。翌 20 年は 2,065 人となり、以降、25 年まで多少の増減を繰り返しながら 2,000

人強を維持。しかし､26年は前年比11.7％減の1,810人となり､再び1,800人台まで減少した。 

この間、24 年からは「予備試験」組の受験も加わり、26 年の合格者 1,810 人のうち、「予

備試験」組の合格者は 163 人(占有率 9.0％)であった。 

また、26 年の「法科大学院」組の合格者 1,647 人のうち、「既修者コース」が「未修

者コース」の 2.1 倍に当たる 1,121 人(全合格者数に占める割合 61.9％)、「未修者コース」

が 526 人(同 29.1％)である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●「旧司法試験」　(昭和24年～平成23年)　合格者数・合格率の推移（概要)
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注．23年は、22年の第２次
　試験筆記試験の合格者の
　口述試験に限り実施された。

合格者数
(左目盛)

合格率
(右目盛)

(注．ここでの「合格率」は、「対出願者合格率」を示す。　　法務省資料を基に作成）

●司法試験の受験者・合格者数と合格率の推移

6,261
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注．18年の受験者は、「法学既修者コース」(2年制)修了者のみ。24～26年の数値は「予備試験」組を含む。(法務省資料より)

(図 1)

(図 2) 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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● 合格率 

司法試験の合格率(単年合格率)は、18 年(既修者コースのみ)の 48.3％を最高に､23 年

まで受験者増と合格者数の停滞状態を反映して年々下降し、23年は23.5％まで低下した。 

24 年は受験者数が減少したことに加え、「予備試験」組の新規参入などから、合格率

は上昇に転じ、25 年は 26.8％まで回復した。しかし、26 年は受験者数の増加と合格者

数の減少で、合格率は前年より 4.2 ポイント下降の 22.6％で、3 年ぶりの低下となった。

合格率 22.6％は、現行の司法試験が始まった 18 年以降で最低である。 

26 年の「法科大学院」組と「予備試験」組の合格率をみると、前者は 21.2％、後者は

66.8％であった。 

なお、26 年の「既修者コース」の合格率は 32.8％、「未修者コース」の合格率は 12.1％で、

「未修者コース」の合格率は「既修者コース」の 3 分の 1 程度である。 

● 新・旧司法試験の合格者数等の内訳 

18 年以降の司法試験(23 年まで新司法試験)の合格者数や合格率等は上述のとおりである

が、18 年～23 年まで併行実施された旧司法試験の合格者数を含めると、26 年までの合格者

数最多は 20 年の 2,209 人(旧司法試験合格者 144 人、新司法試験合格者 2,065 人)である。 

18 年～26 年の新・旧司法試験、「法科大学院」組、「予備試験」組のそれぞれ合格者数や合

格率については、次の表 1を参照されたい。 

「法科大学院」組(人) 「予備試験」組(人)

18年 1,558 549　＜1.5％＞ 1,009　＜48.3％＞ ―

19年 2,099 248　＜0.9％＞ 1,851　＜40.2％＞ ―

20年 2,209 144　＜0.7％＞ 2,065　＜33.0％＞ ―

21年 2,135 92　＜0.5％＞ 2,043　＜27.6％＞ ―

22年 2,133 59　＜0.4％＞ 2,074　＜25.4％＞ ―

23年 2,069 6　＜－＞ 2,063　＜23.5％＞ ―

24年 2,102 ― 2,044　＜24.6％＞ 58　＜68.2％＞

25年 2,049 ― 1,929　＜25.8％＞ 120　＜71.9％＞

26年 1,810 ― 1,647　＜21.2％＞ 163　＜66.8％＞

●司法試験の合格者数・合格率の内訳一覧　(18年～26年)

司法試験合格者　(18年～23年は新司法試験）実施
　年

合格者
合計(人）

旧司法試験
　　　合格者(人)

注．①　旧司法試験は、23年まで実施。23年は、
　　　　22年の第２次試験筆記試験の合格者の
　　　　口述試験に限り実施。
　　　②　18年～23年は、旧司法試験と新司法
　　　　試験の併行実施。
　　　③　「予備試験｣組は、24年の司法試験
　　　　から参入。
　　　④　＜　＞内の数値は、「合格率」を示す。

　　　　　　　　　(法務省、文科省資料を基に作成)

 

● 法科大学院の累計合格者数と累積合格率： 

16 年度に創設された法科大学院のこれまでの修了者(17 年度～25 年度の 74 校)合計は、3

万 6,259 人である。そのうち、司法試験(新司法試験含む)を 1 回以上受験した人数、すなわ

ち「受験者実数」は 3 万 3,967 人で、合格者合計(累計合格者数)は 1 万 6,725 人である。 

したがって、「累積合格率」(合格者合計÷受験者実数)は“49.2％”となる。なお、この合

格者合計、受験者実数、累積合格率は、「予備試験」組を除いたものである。(表 2参照) 

〇 法曹人口の推移 

近年の「法曹三者」(裁判官、検察官、弁護士)の人数の増加推移をみてみる。 

まず、法曹の大部分を占める弁護士の人数は、平成3(1991)年は1万4,080人であったが、

16(2004)年に2万人を超え(2万240人)、23年に3万人を超えて(3万518人）、26年には3万5,113

人となり、23年間で2.5倍に増加している。 

(表 1)

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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裁判官と検察官の人数も3年以降、おおむね増加している。3年には、裁判官が2,022人、

検察官が1,173人であったが、26年には裁判官が2,944人、検察官が1,835人となっている。 

「法曹三者」合計では3年の1万7,275人から26年の3万9,892人へと、法曹人口は23年間で

2.3倍に増えている。（図3参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

修了者
　　(人)

受験者
実数(人)

合格者
　　(人)

累積
合格率

修了者
　　(人)

受験者
実数(人)

合格者
　　(人)

累積
合格率

1 一橋大 804 786 625 79.52% 39 広島修道大(★) 197 165 50 30.30%

2 東京大 2,236 2,153 1,674 77.75% 40 甲南大 378 346 103 29.77%

3 京都大 1,572 1,533 1,185 77.30% 41 近畿大 189 174 50 28.74%

4 慶應義塾大 2,009 1,950 1,469 75.33% 42 北海学園大 127 108 31 28.70%

5 神戸大 729 720 497 69.03% 43 熊本大(★) 158 147 42 28.57%

6 中央大 2,339 2,279 1,550 68.01% 44 名城大 250 205 58 28.29%

7 千葉大 380 367 243 66.21% 45 筑波大 213 185 52 28.11%

8 大阪大 743 706 442 62.61% 46 関東学院大(★) 168 151 40 26.49%

9 北海道大 739 693 425 61.33% 47 静岡大(★) 125 116 30 25.86%

10 愛知大 186 183 111 60.66% 48 青山学院大 278 261 67 25.67%

11 首都大学東京 498 479 287 59.92% 49 神奈川大(★) 198 185 46 24.86%

12 早稲田大 2,060 1,973 1,160 58.79% 50 東洋大(★) 263 244 60 24.59%

13 名古屋大 625 587 336 57.24% 51 白鴎大(★) 131 114 28 24.56%

14 東北大 719 695 387 55.68% 52 西南学院大 240 217 53 24.42%

15 大阪市立大 502 477 239 50.10% 53 日本大 695 627 153 24.40%

16 九州大 722 688 337 48.98% 54 香川大(★) 153 130 31 23.85%

17 明治大 1,518 1,431 688 48.08% 55 明治学院大(★) 376 343 78 22.74%

18 上智大 782 722 334 46.26% 56 駒澤大 228 207 46 22.22%

19 同志社大 1,005 949 428 45.10% 57 島根大(★) 115 100 22 22.00%

20 創価大 330 319 135 42.32% 58 東北学院大(★) 145 129 27 20.93%

21 南山大 282 270 114 42.22% 59 久留米大(★) 177 147 29 19.73%

22 岡山大 296 270 111 41.11% 60 信州大(★) 165 140 27 19.29%

23 山梨学院大(★) 208 195 80 41.03% 61 神戸学院大(★) 140 111 21 18.92%

24 立命館大 1,068 1,012 411 40.61% 62 桐蔭横浜大 355 290 54 18.62%

25 横浜国立大 354 336 135 40.18% 63 獨協大(★) 264 245 45 18.37%

26 広島大 338 323 129 39.94% 64 大宮法科大(★) 437 368 66 17.93%

27 学習院大 386 371 147 39.62% 65 國學院大(★) 243 218 37 16.97%

28 関西学院大 795 742 293 39.49% 66 駿河台大(★) 371 331 52 15.71%

29 金沢大 208 193 76 39.38% 67 龍谷大(★) 259 231 35 15.15%

30 中京大(★) 143 126 46 36.51% 68 大東文化大(★) 262 215 31 14.42%

31 成蹊大 392 341 122 35.78% 69 鹿児島大(★) 130 122 17 13.93%

32 立教大 497 463 165 35.64% 70 東海大(★) 211 181 25 13.81%

33 福岡大 138 133 47 35.34% 71 京都産業大(★) 239 204 27 13.24%

34 法政大 685 649 227 34.98% 72 愛知学院大(★) 123 106 13 12.26%

35 関西大 796 749 250 33.38% 73 大阪学院大(★) 223 166 20 12.05%

36 琉球大 141 129 42 32.56% 74 姫路獨協大(★) 95 79 3 3.80%

37 新潟大(★) 275 254 80 31.50% 36,259 33,967 16,725 49.24%

38 専修大 438 413 129 31.23%

総　　計

●法科大学院別　司法試験（18年～26年)累計合格者数・累積合格率等　（累積合格率の高い順)

17年度～25年度修了者合計等 17年度～25年度修了者合計等

大　学　名大　学　名

　
累
積
合
格
率

　
７
０
％
以
上

　
累
積
合
格
率

　
５
０
％
以
上

　
累
積
合
格
率
が
全
体
の
平
均

　
の
半
分
未
満

(

２
５
校

）

注．①　「修了者」は、17年度～25年度の法科大学院「修了者」合計。／②　「受験者実数」は、(新)司法試験を1回以上受験した者の人数。／③　「合格者」は、
　　　　法科大学院修了者による18年～26年の(新)司法試験「合格者」合計。／④　各法科大学院の「累積合格率｣は、「合格者」合計÷「受験者実数」／

　　⑤　総計の「累積合格率」は、「予備試験」組を除く。／⑥　★印を付した法科大学院(薄緑色の欄)は、募集停止(廃止含む)を公表した法科大学院(27年7月現在)。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(中教審　法科大学院特別委員会(第65回：26年9月)配付資料等を基に作成）

(表 2) 

●　「法曹三者」　の増加推移　(平成３年～26年)

35,113

30,518

20,240

14,080
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30,000

35,000

40,000

45,000
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＜17,275＞

＜39,892＞

（人)

（年)

注．①　棒グラフの枠囲み数字は、平成３年、16年、23年、26年の
　　　　それぞれ弁護士数。
　　　②　＜　＞内数字は、平成３年と26年の　「法曹三者」の人数。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（政府　『法曹人口調査報告書』　(27年4月)を基に作成）

(図 3) 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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＜法曹人口等についての見解＞ 

〇 13 年・審議会『意見書』 

 

 

「司法制度改革審議会｣(平成 11 年、内閣の下に設置。以下、審議会)は 13 年 6 月、法曹

人口の拡大／法科大学院創設など法曹養成制度の改革／国民の司法参加(裁判員制度)など、

司法制度全般にわたって、その根幹に関わる大幅な改革を提言し、『司法制度改革審議会意

見書－21 世紀の日本を支える司法制度－』(以下、『意見書』)として取りまとめた。 

その中で、法曹人口の拡大やそれに係る法科大学院の教育内容・方法等について、およ

そ次のように提言している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政府はこの審議会『意見書』を踏まえ、司法制度を支える体制の充実強化を図るための

推進計画を閣議決定した。 

〇 25 年・検討会議『取りまとめ』 

 

 

政府の法曹養成制度関係閣僚会議の下に設置された「法曹養成制度検討会議」(24年8月

設置。以下、検討会議)は25年6月、法曹養成に関する制度の在り方を検討し、『法曹養成

制度検討会議取りまとめ』(以下、『取りまとめ』)として提示した。 

検討会議は『取りまとめ』の中で、今後の法曹人口の在り方や法科大学院教育の向上等

について、次のような提言を示した。 

 

 

 

 

 

 

● 国民生活の様々な場面で法曹に対する需要がますます多様化・高度化することが予想される中、21 世

紀の司法を支えるための人的基盤の整備としては、プロフェッションとしての法曹の質と量を大幅に拡

充することが不可欠である。 
 

● 現行(当時)の司法試験合格者数の増加に直ちに着手し、「平成 16 年には“合格者数 1,500 人”達成」

を目指すべきである。 
 

● 法科大学院を含む新たな法曹養成制度の整備の状況等を見定めながら、「平成22年頃には新司法試験

の“合格者数の年間3,000人”達成」を目指すべきである。 
 

● このような法曹人口増加の経過により、おおむね「平成 30 年頃までには、“実働法曹人口は５万人”

規模」に達することが見込まれる。 
 

＜法科大学院の教育内容・方法に関して＞ 

● 法曹となるべき資質・意欲を持つ者が法科大学院に入学し、“厳格な成績評価及び修了認定”が行われ

ることを不可欠の前提とする。 
 

● そのうえで、法科大学院では、「課程修了者のうち“相当程度＝例えば約７～８割＝の者”が新司法試

験に合格できる」よう、充実した教育を行うべきである。 

 

● 社会がより多様化、複雑化する中、法曹に対する需要は今後も増加していくことが予想される。質・

量ともに豊かな法曹を養成するとの理念の下、「全体しての法曹人口を引き続き増加させる必要がある」

ことに変わりはない。 
 

● 現在(当時)の法曹養成制度を取り巻く状況に鑑みれば、現時点(当時)において､「司法試験の“年間合

格者数を3,000人程度”とすることを目指すべき｣との“数値目標”を掲げることは､“現実性”を欠く｡
 

 

▷ 22 年頃「司法試験合格者」年間 3,000 人 ／ ▷ 30 年頃「実働法曹人口」５万人 ／ 
 

▷ 法科大学院修了者の７～８割、司法試験合格 

▷ 「司法試験合格者」3,000 人は､“現実性”を欠く ／ ▷ 当面､“数値目標”立てず ／ 
 

▷ 「司法試験合格率」７～８割目指し、法科大学院教育を充実 

 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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政府は25年7月、この検討会議『取りまとめ』の内容を是認し、一連の法曹養成制度改革

を推進するために前述した『法曹養成制度改革の推進について』を決定した。 

そして、2年間の検討・議論の結果、前述した政府の『推進会議決定』が提示された。 

 

 

 

＜法科大学院教育の改善取組＞ 

〇 法科大学院の成果と課題 

法科大学院は、複雑・多様なグローバル化社会における司法制度を支える人的基盤の整

備として、旧司法試験による超難関、一点集中型の法曹養成から脱却し、質・量ともに豊

かな法曹を確保するため16年度に創設された。 

法科大学院創設から10年余り経つが、この間、新たな法曹養成制度の中核的な役割を担

い、弁護士を中心に有為な多数の法曹人材を輩出してきたことは前述したとおりである。 

その一方、各法科大学院の例えば司法試験の合格状況をみると、大きなばらつきがあり、

例えば、26年の「単年合格率」が21.2％、「累積合格率」が49.2％で、創設時に目標とさ

れた「法科大学院修了者の7～8割が司法試験に合格」(26年の「累積合格率」70％以上は、

74校中、4校)とは程遠い状況である。こうした、司法試験合格率の低迷に加え、法科大学

院の入学志願者や受験者の減少傾向もみられ、深刻な課題を抱えた法科大学院も少なから

ず存在し、厳しい状況が続いている。 

他方、中教審の法科大学院特別委員会(以下、法科特別委)はこれまで、法科大学院教育

の改善・充実に向けて多岐にわたるさまざまな提言や報告を取りまとめ、改善を促進して

きた。 

〇 入学定員の適正化等 

中教審の法科特別委は 21 年 4 月、『法科大学院教育の質の向上のための改善方策につい

て』(以下､『21 年改善方策』)で、法科大学院教育の質の向上等に深く関わる入学定員の

適正化に向けた提言を示した。 

当提言は、“競争性の確保”が困難な法科大学院について、“質の高い入学者の確保”の

ために、早急に「入学定員の見直し」など、“競争的な環境の整備”が不可欠であるとした。 

各法科大学院はこの提言を受け、22 年度からこれまでに全ての法科大学院が入学定員

(募集人員)の削減等を実施してきた。 

 

● 今後の法曹人口の在り方については、「当面、このような“数値目標”を立てることはせず」、法曹

有資格者の活動領域の拡大状況、法曹に対する需要、司法アクセスの進展状況、法曹養成制度の整備状

況等を勘案しつつ、“あるべき法曹人口”について提言をするべくその都度検討を行う必要がある。 

そのために、新たな検討体制の下、法曹人口についての必要な調査を行い、その結果を２年以内に公

表するべきである。 
 

＜法科大学院教育の向上等について＞ 

● 法科大学院は、法曹養成のための「専門職大学院」であり、その修了者には「司法試験」の受験資格

が与えられる。 
 

● こうした制度に鑑み、「法科大学院修了者のうち“相当程度＝例えば約７～８割＝”が“司法試験に

合格”できる」よう、充実した教育を行うことが求められる。 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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◆ 入学定員、ピーク時の“半分以下”／入学者数、ピーク時の“４割弱” 

各法科大学院の入学定員削減等による組織見直しの結果、入学定員は、ピーク時の 17

年度～19年度入学定員(5,825人)に比べ、27年度は2,656人(45.6％)減の3,169人となり、

さらに 28 年度(予測)は 3,101 人(53.2％)減の 2,724 人となる見込みである。これで、入

学定員は、ピーク時の“半分以下”(46.8％)まで削減されることになる。 

入学者数は 18 年度ピーク時の 5,784 人から 27 年度の 2,201 人へと、9 年間で 3,583 人

(61.9％)減り､入学者数もピーク時の“4 割弱”(38.1％)まで減った。(図 4参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 「累積合格率」が全国平均の“半分未満”の 25 校：入学者数はピーク時の約 93％減 

26 年司法試験における「累積合格率」の全国平均は 49.2％で、その“半分(24.6％)未

満”の法科大学院は 25 校に達している。 

この 25 校の 27 年度入学者数は 90 人(全入学者数の 4.1％)で、ピーク時の 18 年度入

学者数 1,253 人の 92.8％減である。また、25 校の入学定員もピーク時(18 年度～20 年度)

の 1,315 人から 27 年度の 219 人と、83.3％減少している。 

“合格率に課題のある法科大学院”では、入学者数の大幅な減少が伺える。 

なお、こうした課題を抱える 25 校の法科大学院のうち、既に「募集停止」等を公表し

ているところは 21 校に及ぶ(27 年 7 月現在)。(表 2参照) 

◆ 「募集停止」の急増 

全ての法科大学院が 22 年度から入学定員削減等の組織見直しを行ってきたが、深刻な

課題を抱える法科大学院の間では「募集停止」が急増している。 

● 28 年度「募集校」数はピーク時の“６割強”、45 校 

法科大学院は創設時の 16 年度 68 校でスタートし、翌 17 年度～22 年度まで 74 校で

学生募集を行ってきた。 

各法科大学院で入学定員の削減が行われる中、23 年度 1 校／25 年度 4 校／26 年度 2

校／27 年度 13 校／28 年度 9 校(27 年 7 月現在)がそれぞれ「募集停止」(合計 29 校。

うち、2 校は「廃止」)を実施または表明している。 

その結果、28 年度の学生「募集校」数は、ピーク時 74 校の“6 割強”(60.8％)に当

たる 45 校となる見込みである。(図 5、表 3参照) 

●法科大学院の入学定員・入学者数　＆　入学定員充足率の推移
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　　　　　（注．28年度「入学定員」は、27年6月末までの文科省への報告。今後、変更の可能性あり。文科省資料を基に作成）

注．　「入学定員充足率」
　　　＝入学者数÷入学定員×100

入学定員充足率
　　　　(右目盛)
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(図 4)

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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〇 公的支援の見直し 

文科省は深刻な課題を抱える法科大学院の自主的・自律的な組織見直しを推進するため、

中教審法科特別委の提言を受け、第 1 弾(22 年 9 月公表)、第 2 弾(24 年 9 月公表)及び第 3

弾(25 年 11 月公表)と、これまで段階的に「公的支援の見直し」策を強化してきた。 

◆ ｢補助金｣等の“減額”措置：第１弾＝24 年度６校、25 年度４校／第２弾＝26 年度 18 校 

24 年度～26 年度にかけ、課題を抱える法科大学院の組織見直しを促進するため、「司法

試験合格率」(合格者数÷修了年度を問わない全受験者数)や「競争倍率」、「入学定員充足

率」などを指標にして、公的支援の見直しを行った。 

財政支援見直しの“第 1 弾”として、「司法試験合格率」と「競争倍率」による補助金等

（国立大は運営費交付金、私立大は経常費補助金＜特別補助＞）の減額の指標に該当する

法科大学院は 24 年度 6 校(私立大)／ 25 年度 4 校(国立 1 校、私立 3 校)に上った。 

さらに「入学定員充足率」を新たな指標として加えた“第 2 弾”では、26 年度対象校と

して私立 16 校、国立 2 校の計 18 校が補助金等の減額措置に該当した。 

◆ 更なる強化策：「３類型」化による補助金等の配分率の設定＝第３弾(27 年度～) 

文科省は、政府の法曹養成制度関係閣僚会議決定(25 年 7 月)による法科大学院の抜本的

な組織見直しへの取組要求と、中教審法科特別委の提言を踏まえ、入学定員の適正化を含

む抜本的な組織見直しを加速するために、「公的支援見直し」の“第 3 弾”として、次のよ

うな強化策を決定し、27年度予算から適用している。なお､28年度も引き続き実施される。 

● 「公的支援見直し」の“更なる強化策”の仕組み 

27 年度から適用された補助金等見直しの強化策は、およそ次のような仕組みである。 

まず、全ての法科大学院を、「司法試験合格率」(累積合格率、法学未修者の直近の合

格率)／「直近の入学定員充足率」／「法学系以外の出身者や社会人の直近の入学者数・

割合」など､多様な「指標」に基づき、その成果(点数化)に応じて「３類型」に分類する。 

　　　　「募　集　停　止」　校　数　(校)

　　　　「募　集　停　止」　等　の　法　科　大　学　院

23 ７３ １ ・姫路獨協大(25年3月「廃止」）

24 ７３ ０ ―

25 ６９ ４
・大宮法科大学院大(28年3月目途に桐蔭横浜大と「統合」)／
・明治学院大／・駿河台大／・神戸学院大(27年3月「廃止」）

26 ６７ ２ ・東北学院大／・大阪学院大

27 ５４ １３

＜国立大＞　・新潟大／・信州大／・香川大(香川大・愛媛大連合法務研究科)／

　　　　　　　　　・島根大／・鹿児島大
＜私立大＞　・白鴎大／・獨協大／・大東文化大／・東海大／・関東学院大／
　　　　　　　　　・龍谷大／・広島修道大／・久留米大

28 ４５ ９
＜国立大＞　・静岡大／・熊本大
＜私立大＞　・國學院大／・東洋大／・山梨学院大／・神奈川大／

　　　　　　　　　・中京大／・愛知学院大／・京都産業大

●法科大学院の「募集停止｣校等　(23年度～28年度)

入試
年度

入試実施
校数　(校)

注．28年度は、
　27年7月現在の
　判明分。

 

(表 3) 

●法科大学院の「入試実施」校数　＆　「募集停止」校数の推移

▼9
▼1 ▼4 ▼2

▼13
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0
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注．①　▼印の数字は当該年度における「募集停止｣校数を示す。／　②　28年度は、27年7月現在の判明分。

「入試実施」
　校数

17年度～
22年度74校

27年７月現在の
　　判明分

(図 5)

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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各類型には、入学定員充足状況の傾向を勘案して、「第 1 類型」＝90％／「第 2 類型」

＝A：80％、B：70％、C：60％／「第 3 類型」＝50％といった“5 ランク”に減額さ

れた「基礎額」が設定される。 

こうした法科大学院の財政支援上の類型化を図った上で、先導的な教育システムの構

築、教育プログラムの開発、質の高い教育提供をめざした「連合」など優れた取組の提

供を評価し、「第 1 類型」には“+5％～+20％”（取組ごとの加算率。以下、同）／「第

2 類型」(A・B・C)には“+5％～+50％”、／「第 3 類型」には“+50％～+60％”の加

算率をそれぞれ措置(加算)する。 

「基礎額算定率」＋「加算率」が補助金等の「配分率」になる。 

また、28 年度以降は、「第 3 類型」の「基礎額」(50％)を“0％”まで減額した上で、

“地方校・夜間校”のみに加算額分だけの増額の可能性がある。つまり、28 年度以降

は、法科大学院に係る補助金等の“全額カット”もあり得る。(図 6参照) 

27 年度の「配分率」50％は 7 校(いずれも私立大)で、うち 2 校は 28 年度からの「募

集停止」を表明している(27 年 7 月現在)。 

また、こうした財政支援の見直しに加え、法科大学院に裁判官や検察官等の教員派遣を

行わない“人的支援の見直し”も講じられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜「認証評価」の厳格化と法的措置＞ 

〇 中教審の『26 年改善・充実方策』提言 

中教審の法科特別委は26年10月、法科大学院教育の更なる改革・改善を目指して『法科

大学院教育の抜本的かつ総合的な改善・充実方策について』(以下、『26年改善・充実方策』)

を取りまとめた。 

『26 年改善・充実方策』は、これまでの法科大学院教育の改革の成果と現状等を踏まえ、

〇「組織見直しの推進」として、“司法試験の累積合格率 7～8 割”を目指せるような定員

規模の検討・明示と、それまで当面の間、公的支援の見直し等を通じた全体の“入学定員

を 3,000 人から更に削減”／〇「教育の質の向上」として、法学未修者教育の充実や「共

通到達度確認試験(仮称)」の導入、“客観的指標を活用した一層厳格な認証評価”の実施

／〇「優れた資質を有する志願者の確保」として、積極的な広報活動などを提言した。 

基礎額(50％)

＊注記　(参照)

基礎額(90％)

A：基礎額(80％)

B：基礎額(70％)

C：基礎額(60％)

●教育システム構築／●教育プログラム開発、
　就職支援／●他類型該当校支援プログラム

●教育プログラム開発、就職支援
●連合、連携

●連合大学院の設置や統廃合など、連合
　(28年度以降は、地方校・夜間校のみが対象）

28年度以降

第１
類型

第２
類型

第３
類型

＊注．基礎額も減額の上、地方校・夜間校
　　のみ加算額分だけ増額の可能性あり。

＜加算の可能性がある取組例＞

●「公的支援の見直しの更なる強化策」の基本的仕組み　(イメージ図)

　（文科省の27年度資料を基に作成）

・加算額の算定には競争倍率を勘案し、額に反映。

 

(図 6) 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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〇「認証評価」の厳格化：３つの評価項目を追加 

文科省は政府の『推進会議決定』 (27 年 6 月末)に先立ち、中教審の『26 年改善・充実

方策』提言等を踏まえ、法科大学院における教育研究の質の確保や水準の向上に重要な役

割を担う「認証評価」について、これまでの評価事項も踏まえつつ、法科大学院の“入り

口”／“教育活動”／“出口”といった３つの観点から、適格認定の判定の厳格化や認証

評価機関ごとの評価のばらつきの是正等の改善のために、評価項目の見直しを行った。 

具体的には、認証評価機関が作成する大学評価基準に盛り込む評価項目を明確化するた

め、次のような３つの事項を追加する関係省令(学校教育法第 110 条第 2 項の細目省令)の

改正(27 年 4 月施行)と、評価に当たっての客観的指標の活用を示した。 

１．入学者選抜における「競争倍率」(目安：２倍未満) 

｢競争倍率」が当評価の水準指標である“2倍”(目安)を下回る場合､競争的環境の下での

入学者選抜が十分に機能しているとは言いがたく､入学者の質保証への影響が懸念される。 

そのため、適性試験や個別の入学者選抜を通じて入学者の質が確保できているかを重点

的に確認する必要がある。 

２．「入学定員充足率」(目安：50％未満) ／「入学者数」(目安：10 名未満) 

「入学定員充足率」が当評価の水準指標である“50％”(目安)を、「入学者数」が“10

名”(目安)をそれぞれ下回る場合、教育組織として規模が小さくなりすぎている恐れがあ

り、法科大学院として相応しい教育環境の確保への影響が懸念される。 

そのため、夜間開講や地域性の事情も勘案しつつ、定員に基づいた入学者数の適正な管

理とともに、入学定員についても適切に設定されているかを重点的に確認する必要がある。 

３．「司法試験合格率」(目安：全国平均の半分未満) 

司法試験の「合格率」が当評価の水準指標である“全国平均の半分”(目安)を下回る場

合、教育の実施や教員の質の保証に課題があると強く類推される。 

そのため、法学未修者教育の実施状況や夜間開講といった個別の事情及び司法試験の合

格状況の改善状況なども勘案しつつ、法科大学院として相応しい教育の質が確保できてい

るかを重点的に確認する必要がある。 

〇 「組織閉鎖命令」(閉校)も含めた法的措置 

法科大学院は、機関別と分野別両方について、“5 年以内”ごとに「認証評価」を受けな

ければならず、その評価事項は一般の専門職大学院に比べて詳細で多岐にわたっている。 

さらに、27 年度からは認証評価機関における評価基準に上記のような客観的な指標が新

たに加わり、28 年度～32 年度の第 3 順目の認証評価において積極的な運用が図られる。 

文科省は、客観的な指標による認証評価によって適格認定を受けられなかった深刻な課

題を抱える法科大学院に対し、教育状況の報告や資料の提出を求める体制・手続の整備等

を行う。文科省は、そうした調査・ヒアリング等の過程で法科大学院設置基準などにおけ

る「法令違反」が疑われる場合、直ちに「是正」を促し、それでも改善されない場合には

法令(学校教育法第 15 条等)に基づき「改善勧告」、「変更命令」、「組織閉鎖命令」(閉校)

といった各措置を段階的に実施していくことが想定される。 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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＜法曹養成の理念と現実＞ 

〇 “点”から“プロセス”へ 

政府の司法制度改革に関する『意見書』(13 年 6 月)は、当時、超難関であった司法試験

という「“点”による選抜」から「“プロセス”による養成」へという、法曹養成の基本的

な理念を掲げ、その中核的な教育機関として法科大学院の創設を打ち出した。 

法科大学院は、法学部以外の出身者や社会人等も対象に、幅広い、柔軟な法的思考力や

分析力等の育成、法曹としての責任感や倫理観の涵養に向け、「法科大学院－司法試験－司

法修習」といったプロセスによる法曹養成を担う。(図 7参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 “想定外”の展開 

『意見書』は、法曹養成についての具体的な目標を掲げ、政府もこれを推進するとした。 

各大学はこの政府方針を法曹養成への参入にまたとない好機として捉え、16 年度に 68

校の法科大学院が一気に開設され(17 年度設置 74 校)、入学定員も 17 年度～19 年度には

5,800 人余りに達した。 

しかし、政府の当初目標や法科大学院教育のスキームは“想定外”の事態に陥り、法科

大学院の抱える課題(志願者・受験者・入学者の減少、司法試験合格率の低迷、募集停止校

の増加、法科大学院教育に及ぼす予備試験の影響等)が一段と深刻さを増している。 

〇 理念を踏まえた、法曹養成の再構築 

法曹養成が当初期待されたような展開をみせなかった背景には、法曹人口の需要と供給

(法曹有資格者の養成と活動の確保)／法科大学院の設置状況(法曹養成の量と質)／司法試

験制度(予備試験制度の設置等)などの問題があろう。特に、司法試験合格者数の当初目標

「年間 3,000 人程度」の“撤回”、及び「年間 1,500 人程度」とする“修正”は、政府方針

にとって異例ともいえる大転換で、今後の法曹養成に与える影響は大きいとみられる。 

ともあれ、今回の政府『推進会議決定』を契機に、13 年の政府・審議会『意見書』に謳

われている法曹養成の基本的な“理念”を踏まえつつ、法科大学院教育の「体質強化」(量

と質)や学生への経済的支援の拡充とともに、法曹有資格者の活動領域の一層の拡大を図る

など、法曹を目指す者にとって魅力のある法曹養成の再構築が求められる。 

(2015．08．大塚) 
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(４年) (３年又は２年)

●法曹養成の仕組み　(現行のイメージ)
１年：「司法修習生

考試」含む

注．①　適性試験は、法科大学院の入学者選抜に当たり、法律学の学識ではなく、入学者の適性を客観的に評価するため、年２回実施
　　　　される「法科大学院全国統一適性試験」。／　②　法科大学院の「法学未修者コース」は３年制、「法学既修者コース」は２年制。／
　　　③　法科大学院における“進級判定”等に活用する「共通到達度確認試験(仮称)」は現在試行中で、30年度の本格実施を目指す。／
　　　④　「学部」と「法科大学院」の接続には、「早期卒業・飛び入学制度」も一部にみられる。

適性
試験

「学部」在学
中の受験可

(図 7)

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/

